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第１章 指定開発行為の概要 

１ 指定開発行為者 

名 称 ：川崎市 

代 表 者 ：川崎市長 福田 紀彦 

住 所 ：川崎市川崎区宮本町１番地 

 

２ 指定開発行為の名称及び種類 

名 称 ：川崎市新本庁舎整備事業 

種 類 ：高層建築物の新設（第１種行為） 

   大規模建築物の新設（第２種行為） 

 

３ 指定開発行為を実施する区域 

指定開発行為を実施する区域（以下「計画地」という。）は図1-1(1),(2)及び写真1-1

に示すとおり、川崎市川崎区の西部に位置し、川崎市役所本庁舎敷地、第２庁舎敷地

及び道路敷地を含む区域である。 

主な道路網としては、計画地の南側に隣接して川崎府中線（主要地方道９号）、東

側約150ｍに国道15号（第一京浜）、南側約350ｍに扇町川崎停車場線（県道101号）、

北側約450ｍに国道409号が通っている。 

鉄道網としては、計画地の西側にＪＲ京浜東北線、東海道本線、南武線及び京浜

急行本線、北側に京浜急行大師線が通っている。最寄り駅は計画地の西側に位置す

るＪＲ川崎駅（約400ｍ）及び京急川崎駅（約220ｍ）である。 

計画地は公共用地として利用されており、計画地周辺は業務施設用地、商業用地、

宿泊娯楽施設用地、集合住宅用地等として利用されている。また、これらの用途に加

え、社寺等も点在している。 

計画地の位置及び面積は、以下に示すとおりである。 

 

  位 置 ：川崎市川崎区宮本町１番地ほか（図1-1(1),(2)、写真1-1参照） 

  区域面積 ：約7,830m2（商業地域） 

  本庁舎敷地  ：約6,131m2 

  第２庁舎敷地 ：約1,385m2 

  道路敷地   ：約  314m2 

  現 況 ：川崎市役所本庁舎、第２庁舎 
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４ 指定開発行為の目的、事業立案の経緯等及び内容 

(1) 指定開発行為の目的 

川崎市の本庁舎及び第２庁舎は、災害対策活動の中枢拠点に必要とされる耐震性能

を満たしておらず、特に本庁舎は、大規模地震が発生した際には倒壊の危険性がある

など、多大なリスクを抱えていた。 

このため、「川崎市耐震改修促進計画」の耐震化完了期限である平成27年度末まで

に、本庁舎の使用を停止して早期に解体を行う必要があり、平成28年２月には本庁舎

（以下「旧本庁舎」という。）内の全事務室の民間ビル等への移転が完了し、平成29

年９月に旧本庁舎上屋の解体工事が完了した注）。 

一方、床面積の不足などから、本庁機能が分庁舎や周辺の民間ビルに分散しており、

サービスの低下や庁内執行体制の非効率化が生じているだけでなく、多額の賃借料負

担も生じている。 

こうしたことから、旧本庁舎の解体後に災害対策活動の中枢拠点に必要とされる耐

震性能を有する新たな庁舎を建設して、分散化している本庁機能を集約することとし、

平成28年１月に策定した「川崎市本庁舎等建替基本計画」に基づき、機能性や経済性、

環境、文化、まちづくりなどにも配慮しながら、新たな本庁舎の整備に取り組むもの

である。 

                              
注）旧本庁舎は大規模地震が発生した際に倒壊の危険性があったため、新本庁舎の整備事業に先行して、ま

ず、倒壊の危険を回避するための防災対策の事業として、旧本庁舎上屋の解体を行い、その後、新本庁

舎の整備事業を行うこととしており、環境影響評価手続は、旧本庁舎上屋の解体後に実施する新本庁舎

の整備事業を対象とするものである。なお、新本庁舎の基礎工事と併せて実施する旧本庁舎基礎部分の

解体工事、新本庁舎竣工後に実施する第２庁舎の解体工事、第２庁舎跡地の広場工事及び道路整備工事

は本事業に含むものとする。 
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(2) 事業立案の経緯等及び内容 

事業立案の経緯は、表1-1に示すとおりである。 

平成18年１月に改正施行された「建築物の耐震改修の促進に関する法律」（平成７

年12月、法律第123号）に基づく、国の「基本方針」及び「神奈川県耐震改修促進計

画」（平成19年３月、神奈川県県土整備部）を踏まえ、川崎市では、平成19年４月に

「川崎市耐震改修促進計画」を策定した。「川崎市耐震改修促進計画」では、「建築

物の耐震改修の促進に関する法律」が定める特定建築物及び「川崎市地域防災計画 

震災対策編」（平成18年３月、川崎市防災会議）に定める震災対策上重要な建築物は、

平成27年度末までに耐震化率100％を実現することを目標に掲げた。 

旧本庁舎と第２庁舎については、平成15年度に行った耐震診断でＡランク（＝倒壊

し、又は崩壊する危険性が高い）と判定されたため、平成20年度に応急対策として緊

急耐震補強工事を実施しＢランク（＝倒壊し、又は崩壊する危険性がある）へと１ラ

ンク改善したが、依然として必要な耐震性能を確保していない状況であった。 

また、平成21年度の包括外部監査では、「川崎市耐震改修促進計画で定めている平

成27年度末までに耐震化対策を完了することが望まれる」との意見が付された。 

こうした状況の中、平成23年３月11日に東日本大震災が発生し、旧本庁舎等におい

てもひび割れや漏水、天井からの部材落下等の被害が生じたことを受け、平成23年７

月に耐震対策に関する諸課題の検討を行うため関係局長による「川崎市本庁舎等耐震

対策検討委員会」（以下「耐震対策検討委員会）という。）を設置した。 

耐震対策検討委員会では、現在の課題の抽出、庁舎のあるべき姿の整理、耐震対策

案の比較・分析等について議論を重ね、今後の取組に関する基本的な考え方を「本庁

舎等耐震対策に係る調査・検討報告書」（平成25年３月、川崎市）に取りまとめた。 

平成25年度には、旧本庁舎及び第２庁舎の抜本的な耐震対策としてどのような手法

をとるべきかなどについて、学識経験者と市民代表からなる「川崎市本庁舎・第２庁

舎耐震対策基本構想検討委員会」の意見を踏まえて検討を行い、「川崎市本庁舎・第

２庁舎耐震対策基本構想」（平成26年３月、川崎市）を策定して、現庁舎敷地で建て

替えることを決定した。 

平成26年度から平成27年度にかけては、本庁舎等の建替えに向けた基本計画の検討

を行うため、学識経験者と市民代表からなる「川崎市本庁舎等建替基本計画検討委員

会」の意見を聴取するとともに、市議会常任委員会への報告や市民アンケートの実施

などにより、情報公開と市民意見の聴取を行いながら新本庁舎の基本目標や施設配置

計画、事業手法などについての検討を進め、案についてパブリックコメントを行い、

市民意見を聴取して、「川崎市本庁舎等建替基本計画」（平成28年１月、川崎市）を

策定した。 

平成28年度には、「川崎市本庁舎等建替基本計画」に基づき、「川崎市役所新本庁

舎基本・実施設計業務委託」を公募型プロポーザルにより発注し、10月に設計者の選

定を行い、基本設計に着手した。 

平成29年度は、基本設計を11月下旬にとりまとめ、同月に公表するとともに実施設

計に着手した。 
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表1-1 事業立案の経緯 

年 度 検討・取組の経緯 

平成 15 年度 
○「本庁舎・第２庁舎耐震診断」実施 

→耐震性能は Is 値=0.3 未満で「倒壊又は崩壊の危険性が高い」と判定 

平成 17 年度 
○「(改正)耐震改修促進法」施行(H18.1) 

○国の「基本方針」策定(H18.1) 

平成 18 年度 
○「本庁舎・第２庁舎耐震補強調査」実施 

→本庁舎及び第２庁舎を Is 値=0.9（大地震動後、構造体の補修をすることなく使

用可能）まで耐震補強すると、施設利用の制約が非常に大きくなるという結果 

平成 19 年度 

○「川崎市耐震改修促進計画」策定(H19.4) 
→震災対策上重要な建築物は、平成 27 年度末までに耐震化率 100％を目標 

○「公共建築物(庁舎等)に関する耐震対策実施計画」策定(H20.3) 
→庁舎等 53 棟について、耐震化対策を集中的かつ効率的に推進 

平成 20 年度 
○「本庁舎・第２庁舎緊急耐震補強工事」実施 

→補強工事の実施により、耐震性能が Is 値=0.3 以上 0.6 未満の「倒壊又は崩壊の

危険性がある」に改善 

平成 21 年度 
○「包括外部監査」実施 

→平成 27 年度末までに、市役所庁舎の耐震化対策を完了することが望まれる旨の

意見 

平成 22 年度 
○「東日本大震災」発生(H23.3.11) 

→本庁舎及び第２庁舎において、一部、ひび割れや漏水、天井からの部材落下等が

発生 

平成 23 年度 
○「川崎市本庁舎等耐震対策検討委員会」設置(H23.7) 

→総務局長を委員長とする検討委員会を設置し、耐震対策に関する課題等を検討 

平成 24 年度 
○「本庁舎等耐震対策に係る調査・検討報告書」取りまとめ(H25.3) 

→検討委員会で庁舎のあるべき姿や耐震対策案について議論を行い、今後の取組に

関する基本的な考え方を取りまとめ 

平成 25 年度 

○「川崎市本庁舎・第２庁舎耐震対策基本構想検討委員会」設置(H25.5) 
→学識経験者と市民代表からなる検討委員会を設置し、本庁舎・第２庁舎の抜本的

耐震対策に向け、とるべき対策手法や、建て替える場合の立地場所等を検討 

○「川崎市本庁舎・第２庁舎耐震対策基本構想」策定(H26.3) 
→パブリックコメント意見を踏まえた基本構想の策定・公表 

平成 26 年度 

～ 

平成 27 年度 

○「本庁舎等の建替えに関するアンケート」実施(H26.6) 
→本庁舎が備えるべき機能としては、「高い耐震性能を確保した災害に強い庁舎」

や、「様々な部署が集約されているなど、使いやすい庁舎」等の回答が上位を占

めた。 

→新庁舎の建築物の質の高さについては、「自治体の顔として一定の配慮をしなが

らも、経済性・効率性とのバランスへの配慮が必要」との回答が最も多かった。

→現庁舎の外観については、「現庁舎の外観に影響されることなく自由に設計すべ

き」との回答が最も多かったものの、「新築復元やデザインの工夫等により新庁

舎に継承すべき」との回答も、一定程度あった。 

○「川崎市本庁舎等建替基本計画」の策定に向けた検討(～H27 年度) 
→学識経験者と市民代表からなる検討委員会及び庁内関係部局の職員で構成する

内部委員会を設置し、本庁舎等の建替えに関する基本計画の策定に向けて検討 

○「川崎市役所第２庁舎耐震補強工事」実施(H26.10～H27 年度) 
→第２庁舎を暫定利用するため、Is=0.6 以上に補強 

○「川崎市本庁舎等建替基本計画」策定(H28.1) 
→パブリックコメント意見を踏まえた基本計画の策定・公表 

平成 28 年度 

～ 

平成 29 年度 

○「川崎市役所新本庁舎基本・実施設計業務委託」契約・着手（H28.10～） 
→「川崎市本庁舎等建替基本計画」に基づく仕様書、評価基準をもとに最優秀者及

び優秀者の選定を行い、最優秀者と契約を締結し、基本設計に着手 

→平成 29 年 11 月下旬に基本設計を取りまとめ、同月に公表するとともに実施設計

に着手 
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① 「本庁舎等耐震対策に係る調査・検討報告書」（平成25年３月、川崎市） 

本報告書は、平成25年度に学識経験者・市民代表から構成される「（仮称）本庁舎・

第２庁舎耐震対策基本構想検討委員会」において「（仮称）本庁舎・第２庁舎耐震対

策基本構想」の策定に向けた検討を行うための予備調査の結果をまとめたものである。 

本報告書では、平成18年度及び平成24年度に実施した耐震補強調査の結果に基づき、

本庁舎及び第２庁舎の耐震対策の抜本的対策手法として『建替を含めた検討』を行う

ことを基本的な考え方とし、庁舎のあるべき姿や適正な庁舎規模の整理、検討候補の

洗い出し及び検討案の抽出等を行っている。 

 

② 「川崎市本庁舎・第２庁舎耐震対策基本構想」（平成26年３月、川崎市） 

「川崎市本庁舎・第２庁舎耐震対策基本構想」は、必要な耐震性能を確保していな

い本庁舎及び第２庁舎の庁舎建替を含む抜本的な耐震対策について、どのような手法

をとるべきかなど、基本的な方向性を定めたものであり、抜本的耐震対策手法及び新

本庁舎整備の基本的な考え方を取りまとめている。 

抜本的耐震対策手法は、庁舎建替案と耐震補強案について比較・検討を行っている。

その結果は表1-2に示すとおり、必要とされる耐震性能を確保しつつ、老朽化、分散

化、狭あい化等の課題を抜本的に解決可能である一方で、50年間の総コストは他の手

法と著しい差がないことから、抜本的耐震対策手法は庁舎建替とすると結論付けてい

る。 

新本庁舎の立地場所は、現庁舎敷地のほか、現庁舎敷地と同様に来庁者の利便性が

高い場所として市内主要駅である武蔵小杉駅周辺及び武蔵溝ノ口駅周辺（いずれも駅

から徒歩圏内の場所を想定）を別地候補地に選定し、比較・検討を行っている。その

結果は表1-3に示すとおり、地震等の影響、機能・サービス、まちづくり、コストの

観点から最も効果的に整備できると考えられること、新たな用地を確保することなく

必要規模の新本庁舎が建設可能であることから、現庁舎敷地での建替えとすると結論

付けている。 
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表1-2 抜本的耐震対策手法の比較・検討結果 

 
資料：「川崎市本庁舎・第２庁舎耐震対策基本構想≪概要版≫」（平成 26 年３月、川崎市） 
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表1-3 新本庁舎の立地場所の比較・検討結果 

 
資料：「川崎市本庁舎・第２庁舎耐震対策基本構想≪概要版≫」（平成 26 年３月、川崎市） 
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③ 「川崎市本庁舎等建替基本計画」（平成28年１月、川崎市） 

「川崎市本庁舎等建替基本計画」は、新本庁舎整備の基本目標や施設配置計画、事

業手法等の設計に向けた基本的な考え方を整理したものである。 

 

ア 基本目標 

新本庁舎整備の基本目標は表1-4に示すとおり、「川崎市本庁舎・第２庁舎耐震対

策基本構想」で整理した５つの基本的な考え方に基づき定めている。 

 

表1-4 新本庁舎整備の基本目標 

基本目標 内 容 

①防災・ 

 危機管理 

市民の安全で安心な暮らしを確保するため、発災時には災害対策活動の中枢拠

点として十分に機能する庁舎とします。 

 災害活動対策の中枢拠点として十分に機能するよう、高い耐震性能と業務

継続性を確保します。 

 発災時の迅速な初動体制の確立に資するとともに、国や他自治体からの支

援を受ける拠点として十分に機能する庁舎とします。 

 発災時に様々な目的に転用できるスペースや備蓄機能を確保します。 

②施設機能・ 

 経済性 

すべての利用者に配慮し、効率的な執務が可能で、経済性が高く、将来の変化

に柔軟に対応できる持続可能な庁舎とします。 

 全市的な計画や施策の企画・立案などを担う本庁の機能と、議事機関であ

る議会の機能の円滑な執行に資する庁舎とします。 

 誰もが利用しやすいユニバーサルデザインに配慮するとともに、分散した

事務室を集約し、狭あい解消などにより効率的な執務環境を確保すること

で、市民サービスの向上に資する庁舎とします。 

 市民に開かれた空間と、個人情報等を扱う執務空間の動線の分離などによ

り、セキュリティを確保します。 

 経済性や建物の長寿命化、ライフサイクルコストの縮減などに配慮しま

す。 

③環境配慮 地球温暖化対策の積極的な推進による、環境にやさしい庁舎とします。 

 最新の環境配慮技術の導入や再生可能エネルギーの積極的な利用により、

エネルギー使用量及び温室効果ガス排出量の削減をめざします。 

 市民や企業の環境配慮実施のモデルとなることをめざします。 

 CASBEE 川崎の評価で最高ランクをめざします。 

④文化・ 

 おもてなし 

川崎市の文化などの情報を発信するとともに、国内外からのお客様をもてな

し、市民からも親しまれる庁舎とします。 

 川崎市の魅力を伝えるための「おもてなし空間」を設け、川崎市の文化や

歩み、最先端の取組などの情報を発信します。 

 長い年月にわたり、市民に親しまれてきた本庁舎の記憶や景観の継承に努

めます。 

 周辺の街並みとの調和を図りながら、魅力ある空間づくりを行います。 

⑤まちづくり 今後のまちづくりや他の施策と相互に連携し、防災や人の流れに配慮した、ま

ちづくりに資する庁舎とします。 

 川崎駅周辺のまちづくりや他の施策と連携し、まちづくりの考え方に沿っ

た機能や空間の充実を図ります。 

 富士見地区を含めた回遊性の強化とにぎわいの創出に資する空間としま

す。 

資料：「川崎市本庁舎等建替基本計画」（平成 28 年１月、川崎市） 
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イ 新本庁舎に集約する機能及び新本庁舎の規模 

本庁職員数は本庁機能と区役所機能・事務所機能との事務分担の見直しや国・県か

らの権限移譲等により増加する可能性につながる要因もあることから、当分の間は本

庁全体で現行の職員（3,373人、平成26年４月１日現在）が収容できる規模が必要で

あるとしている。 

また、現在、本庁舎、第２庁舎、第３庁舎、第４庁舎及び複数の民間ビルに分散し

て入居している本庁機能について、本庁舎等建替え後は、新本庁舎、第３庁舎、新本

庁舎完成後も10年程度の賃貸契約期間が残る川崎御幸ビルに集約することとし、市長

関連諸室・議会機能・災害対策機能等の特殊な機能は新本庁舎に集約することとして

いる。 

新本庁舎の規模については、地方自治体が庁舎を建設する際に面積を算出するために

一般的に用いられている総務省地方債同意等基準をもとに補正を行った値の8.3m2/人を

目安として算定すると本庁全体の目標事務室面積は28,100m2となり、第３庁舎及び川

崎御幸ビルで9,200m2の事務室が確保できることから、新本庁舎の目標事務室面積

は18,900m2とするとしている。同様に、事務室附帯室、会議室、倉庫・書庫、災害対

策機能等の特殊機能、議会機能等、本庁機能の各諸室等に必要な床面積を積み上げ、

新本庁舎に必要な床面積を63,900m2と試算している。 

 

ウ 敷地条件等 

配置計画・空間構成の検討にあたっては、都市計画制限に加えて、「航空法」（昭

和27年７月、法律第231号）による制限高さが地盤面から約116ｍ（基本計画策定後に

詳細な条件設定に基づき制限高さの再計算を行ったところ、地盤面から約118ｍに修

正されている。）であること、敷地内南側の地下に京浜急行大師線（京急川崎駅～小

島新田駅間／約５km）が都市計画決定されていることが制約条件になるとしている。 

また、現在の本庁舎は、「神奈川県の近代化遺産：神奈川県近代化遺産（建造物等）

総合調査報告書」（平成24年３月、神奈川県教育委員会教育局生涯学習部文化遺産課）

において、歴史的・文化的な価値を有する建築物とされているなど、外観について近

代化遺産としての一定の価値が認められるため、本事業では、現在の本庁舎の正面の

時計塔を含む外観の一部を新築復元注）することにより、記憶を継承することとして

いる。 

 

エ 配棟計画 

基本目標及び敷地条件等を踏まえ、新本庁舎の配棟計画について表1-5(1),(2)に示

す８案について比較・検討を行っている。その結果、Ａ案（新築超高層棟＋既存庁舎

一部復元＋広場（第２庁舎））が最も望ましいと結論付けている。 

                              
注）元の建物は解体するが、新しい部材により新築して元の姿に復元すること。 
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表1-5(1) 配棟計画（案）の比較 
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表1-5(2) 配棟計画（案）の比較 
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オ 空間構成 

敷地の空間構成の考え方は、図1-2に示すとおりとしている。 

○本庁舎敷地に配置した超高層棟と低層棟をアトリウムで接続し、超高層棟に行

政機能及び議会機能を配置し、最上階に議場及び展望・傍聴ロビーを設置する。 

○低層棟は、市役所通りに面する南側については、新築復元により昭和13年の創

建当時の姿を復刻する。アトリウムに面する北側は、ガラス等の素材を使った、

現代的で開放感のある空間とするとともに、アトリウムを隔てて超高層棟とセ

キュリティを分離した上で、カフェや情報発信を行うスペース、夜間や休日な

どの時間帯に官民協働の会議・イベントスペースに転用できる会議室などを設

置し、「にぎわいの核」として、市民、行政など多様な主体が集い、交流する

空間を創出する。 

○第２庁舎跡地は広場とし、効果的に高木を配置するとともに、本庁舎敷地と一

体となったイベント等の開催が可能なオープンスペースとしての機能も備え

るなど、「うるおいの核」として、市民が憩える空間を創出する。 

○現在、本庁舎と第２庁舎とを分断している道路から右折して進入している来庁

車用駐車場入口を、安全に左折で進入できる本庁舎東側道路又は北側道路に移

設することにより、本庁舎と第２庁舎跡地とを一体的な空間として使用できる

ようにする。 

○敷地の外周は、緑を配置した歩道状空地を確保するとともに、北西の角に滞留

空間（ミニ広場）を整備するなど、北側の街区にもにぎわいを波及させていく。 
 

 
資料：「川崎市本庁舎等建替基本計画」（平成 28 年１月、川崎市） 

図1-2 敷地の空間構成の考え方 
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カ 事業スケジュール 

事業スケジュールは表1-6に示すとおり、「川崎市耐震改修促進計画」の耐震化完

了期限である平成27年度末までに本庁舎の使用を停止し、平成28・29年度に解体する

としている。その後、最も早く事業が進捗した場合には、平成31年度に建築工事に着

手し、新本庁舎の完成は平成34年度、第２庁舎跡地広場の完成は平成35年度となるが、

建築工事には多額の費用を要するため、仕様や工法等を精査しながら設計及び環境影

響評価手続を進めるとともに、着工の段階で建築市場の動向や本市の財政状況等を踏

まえたスケジュールの確認を行い、適切に進捗管理を行うものとしている。 

 

表1-6 事業スケジュール 

 

注：解体工事は上屋のみ先行して行う（環境影響評価手続の対象外）。基礎部分の解体は、新本庁舎の基礎

工事と合わせて行う（環境影響評価手続の対象）。 

※各工程間の空白は入札等の発注準備に必要な期間である。 

※上記スケジュールは、設計完了後、直ちに着工するなど最速で事業が進捗した場合のものであり、地下構

造物の形状等により施工に時間を要した場合などにおいては、事業期間が延伸することが想定される。 

資料：「川崎市本庁舎等建替基本計画」（平成 28 年１月、川崎市） 
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(3) 環境配慮の内容等 

本事業における環境配慮の内容等は、以下に示すとおりである。 

 

① 利用者への配慮 

・「川崎市福祉のまちづくり条例整備マニュアル」（平成21年10月、川崎市まちづ

くり局）における「望ましい水準」を目標に、窓口カウンターの高さ・形状や車

いす動線に配慮した通路幅など、利用者の目線によるきめ細かな配慮を行い、バ

リアフリー化を図る。 

・車いす対応の駐車スペースを確保する。 

・車いす利用者やオストメイト対応の多機能トイレを設け、隔階ごとに左半身または

右半身不随に対応したものとし、授乳室、点字・音声案内、子どもや外国人にも配

慮したピクトグラム、市政情報・災害情報・環境情報を表示するモニターなど、誰

もが利用しやすいユニバーサルデザインの視点に立った設備の充実に努める。 

・復元棟注1)と超高層棟の間に屋根の付いた半屋外空間のアトリウムを設け、市民

に開放された空間として活用できるようにする。 

・第２庁舎跡地を、市民に開放された広場として整備する。 

・アトリウムに面した場所へ情報プラザ、展示施設や情報発信スペースを設置し、

川崎市の文化・歴史・観光などの情報や、川崎市が取り組んでいる様々な施策な

どの情報を発信する機能を持つ新たなスペースとすることを検討する。 

 

② 省エネルギー等の環境への配慮 

・断熱性能及び気密性能に優れた部材の選定等による建築的配慮により、熱負荷を

低減し人工排熱を少なくすることで、ヒートアイランド現象の抑制を図る。 

・敷地外周及び復元棟屋上に緑化を行うことで、都市緑化による地表面被覆を改善

し、ヒートアイランド現象の抑制を図る。 

・高効率な変圧器やLED照明を採用し、省エネルギー化を図る。 

・ガスコージェネレーションシステム注2)や中温冷水利用注3)などのエネルギー効率

の優れた熱源システムを採用し人工排熱を少なくすることで、ヒートアイランド

現象の抑制及び省エネルギー化を図る。 

・デシカント空調注4)、居住域を有効に空調する床吹き出し空調やセンサーによる照

明・空調制御システムなどの最新の環境配慮技術を導入し、省エネルギー化を図る。 

                              
注 1)「川崎市本庁舎等建替基本計画」において、旧本庁舎の外観の一部を創建当時の姿に新築復元すること

としているため、以下、低層棟を復元棟という。 

注 2)ガスコージェネレーションシステム：原動機等が発電する電力とその排熱による熱を同時に供給するこ

とができるシステムである。 

注 3)中温冷水利用：冷房時に通常使用する冷水に比べ温度の高い中温冷水を利用することで、冷水を作るた

めの冷却エネルギーを削減することができる。 

注 4)デシカント空調：除湿剤で除湿するため、温度と湿度をそれぞれ独立して調整することができる空調シ

ステムである。一般的な空調システムで必要な過冷却・再熱が不要となるため、消費エネルギーを削減

することができる。 
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・季節に関わらず温度がほぼ安定している地中熱を利用した空調設備、太陽光によ

る発電設備や日射による温度差を利用した自然換気システムなどの再生可能エ

ネルギーの積極的な利用により、省エネルギー化及び温室効果ガス排出量の削減

を図る。 

・雨水や排水の再利用設備の導入や節水型衛生器具の採用など、省資源化を図る。 

・計画建築物は川崎市建築物環境配慮制度（CASBEE川崎）の最高ランクであるＳ評

価の取得をめざし、環境への負荷を軽減する環境配慮技術の導入を図る。 

・BEMS注1)を導入し、電力使用量の可視化や効率的な制御による最適なエネルギー

マネジメントを実現するとともに、川崎駅周辺地区スマートコミュニティ事業と

連携し、川崎駅周辺地区におけるエネルギー利用の効率化に寄与するように図る。 

・「川崎市地球温暖化対策推進基本計画」（平成22年10月、川崎市）に基づき、環

境に配慮した契約や物品の調達等を推進する。 

 

③ 緑化への配慮 

・総合設計制度注2)を活用して、新本庁舎敷地の外周には緑を配置した歩道状空地、

第２庁舎跡地には高木を配置した広場を創出するとともに、大景木植栽や屋上緑

化等を行う。 

・緑化面積は、「川崎市緑化指針」（平成27年10月一部改正、川崎市）の確保すべ

き緑化面積率、「地域環境管理計画」（平成28年１月改定、川崎市）に基づく緑

被率を満足する計画とする。 

・植栽樹種は、計画地及びその周辺で良好に生育している樹種、潜在自然植生や代

償植生注3)の構成種を主体とし、生育環境に適合する樹種とするとともに、都市

景観に配慮する。 

・計画地南側の川崎府中線（主要地方道９号）は、「川崎駅周辺地区緑化推進重点

地区計画」（平成15年４月、川崎市）において川崎駅と富士見公園（緑の拠点）

とを結ぶ「緑の散策路」に位置付けられていることから、その中間点となる第２

庁舎跡地には、「うるおいの核」となる広場を整備して効果的に高木や大景木を

配置し、計画地周辺との連続性や都市景観に配慮する。 

                              
注 1)BEMS（Building Energy Management System）：業務ビル等において、室内環境・エネルギー使用状況

を把握し、かつ、室内環境に応じた機器または設備等の運転管理によってエネルギー消費量の削減を図

るためのシステム 

注 2)「建築基準法」（昭和 25 年５月、法律第 201 号）第 59 条の２の規定に基づく敷地内に広い空地を有す

る建築物の容積率等の特例 

注 3)人間によって伐採や植林等の手が加えられ、立地本来の自然植生が様々な植生に置き換わった植生（二

次林など） 
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④ 計画建築物等に関する配慮 

・旧本庁舎は、近代化遺産として一定の文化的・歴史的価値があると考えられるた

め、川崎府中線（主要地方道９号）に面する外観の一部を復元棟として創建当時

の姿に復刻し、都市の記憶を継承する。 

・人々が集う広場やアトリウムを一体的な公共空間として計画することで、まちの

にぎわいを創出し、それを周辺市街地に波及させていくために、デザインの質に

ついて一定の配慮をする。 

・超高層棟のデザインは、頂部・中層部・低層部の垂直方向の分節や外壁の割り付

けによる水平方向の分節によって、シンプルなデザインでありながら見る場所や

時間により多様な見え方をし、また、頂部には表面のガラス越しに木材が垣間見

えるデザインとすることで、現代的でありながら温かみのある表情とし、近景か

ら遠景までの見え方に配慮した新たな都市景観を創造する。 

・計画建築物の周囲に広場や歩道状空地を整備するとともに、高木や大景木を配置

し、潤いが感じられる都市景観を形成する。 

・サインや屋外広告物は、大きさ、色彩、設置場所に配慮した統一感のあるデザイ

ンとし、原則として中・高層部においては懸垂幕等を常設しないなど、良質な都

市景観の形成に配慮する。 

・新本庁舎敷地の外周に歩道状空地を整備し、また、第２庁舎の跡地を広場とし、

高木等による緑化を行う。 
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(4) 土地利用計画 

土地利用計画は、表1-7及び図1-3に示すとおりである。 

本庁舎敷地に新本庁舎（超高層棟・復元棟）を配置し、第２庁舎敷地は広場とする

計画である。また、本庁舎敷地の外周は、緑を配置した歩道状空地を確保する計画で

ある。 

 

表1-7 土地利用計画 

区 分 面 積 割 合 

計画建築物 約4,355m2 約55.6％ 

緑化地 約  360m2 約 4.6％ 

広場・歩道状空地・アプローチ 約2,525m2 約32.2％ 

車路 約   70m2 約 0.9％ 

道路（歩行者専用道路） 約  310m2 約 4.0％ 

道路（拡幅部） 約  210m2 約 2.7％ 

合 計 約7,830m2  100.0％ 

 

(5) 建築計画等 

建築計画等の概要は、表1-8に示すとおりである。 

開発区域面積は約7,830m2、建築面積は約4,355m2、延べ面積は約63,200m2、建物高

さは約116ｍであり、主要用途は庁舎（事務所）である。なお、本事業では総合設計

制度を活用し、容積率の緩和を受ける計画である。 

駐車場出入口は計画地東側の宮本町１号線に面して設置し、駐車台数は約160台を

計画している。また、臨時的に使用可能な入口を計画地北側の宮本町４号線に、出口

を計画地東側の宮本町１号線に面して設置する計画である。 

計画建築物の完成予想図は図1-4に、断面図は図1-5に、立面図は図1-6(1),(2)に、

各階平面図は図1-7(1)～(7)に示すとおりである。 

 

表1-8 建築計画等の概要 

項 目 諸 元 

開 発 区 域 面 積 

約 7,830m2 

     新本庁舎敷地 ： 約6,000m2 

     第２庁舎跡地広場 ： 約1,310m2 

     道路等 ： 約  520m2 

建 築 面 積 約 4,355m2（建ぺい率：約 73％） 

延 べ 面 積 約 63,200m2 

容積対象床面積 約 54,400m2（容積率：約 907％） 

建 物 高 さ 塔屋等を含む最高高さ約 116ｍ 

建 物 階 数 地上 25 階＋免震層、地下２階 

建 物 構 造 鉄骨造、鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造 

主 要 用 途 庁舎（事務所） 

駐 車 台 数 約 160 台 

駐 輪 台 数 約 80 台 
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図1-3 土地利用計画図 
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(6) 緑化計画 

① 緑化計画 

本事業の緑化面積は表1-9(1)～(3)に、主要植栽予定樹種及び植栽予定本数等は

表1-10(1),(2)に、緑化計画図は図1-8に示すとおりである。 

本事業は総合設計制度を活用し、新本庁舎敷地の外周に緑を配置した歩道状空地を

確保する。また、計画地及びその周辺は川崎駅周辺地区緑化推進重点地区であり、計

画地南側の川崎府中線（主要地方道９号）は、「川崎駅周辺地区緑化推進重点地区計

画」において、川崎駅と「緑の拠点」である富士見公園地区を結ぶ「緑の散策路」と

して位置付けられている。第２庁舎敷地はその中間点になることから、「うるおいの

核」となる広場を整備して効果的に高木や大景木を配置し、計画地周辺との連続性や

都市景観に配慮する計画である。 

緑化面積は、新本庁舎敷地側で約1,210m2（約20.1％）、第２庁舎跡地広場側で約487m2

（約37.1％）、計画地全体で約1,697m2（約21.6％）であり、「地域環境管理計画」

及び「川崎市緑化指針」に基づき、適切な緑化面積を確保する計画である。また、植

栽樹種の選定にあたっては、計画地及びその周辺で良好に生育している樹種、潜在自

然植生や代償植生の構成種を主体とし、生育環境に適合する樹種とするとともに、都

市景観に配慮する計画である。 

 

表1-9(1) 緑化面積（新本庁舎敷地） 

区 分 緑化面積 
新本庁舎敷地面積（約6,000m2） 

に対する割合 

緑化地（地上部） 約  120m2 約 2.0％ 

大 景 木 植 栽 約  990m2 約16.5％ 

屋 上 緑 化 約  100m2 約 1.6％ 

合 計 約1,210m2 約20.1％ 

注）大景木（高さ6.0ｍ以上、目通周0.4ｍ以上、葉張2.5ｍ以上の高木）を植栽した場合には、「川崎市

緑化指針」より高さを直径とした円の面積を緑化面積として計上することができる。 

・高さ８ｍ ：24(本)×（８(ｍ)÷２）2×3.14×2/3＝約803(m2) 

※敷地境界線部分に植えるため、境界線を跨いだ1/3の面積を除外 

・高さ６ｍ ：７(本)×（６(ｍ)÷２）2×3.14×2/3＝約131(m2)  

※敷地境界線部分に植えるため、境界線を跨いだ1/3の面積を除外 

・高さ６ｍ ：２(本)×（６(ｍ)÷２）2×3.14＝約56(m2) ※南側２本 

 

表1-9(2) 緑化面積（第２庁舎跡地広場） 

区 分 緑化面積 
第２庁舎跡地広場面積（約1,310m2）

に対する割合 

緑化地（地上部） 約  240m2 約18.3％ 

大 景 木 植 栽 約  247m2 約18.8％ 

合 計 約  487m2 約37.1％ 

注）大景木（高さ6.0ｍ以上、目通周0.4ｍ以上、葉張2.5ｍ以上の高木）を植栽した場合には、「川崎市

緑化指針」より高さを直径とした円の面積を緑化面積として計上することができる。 

・高さ８ｍ ：１(本)×（８(ｍ)÷２）2×3.14＝約50(m2) 

・高さ６ｍ ：７(本)×（６(ｍ)÷２）2×3.14＝約197(m2) 
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表1-9(3) 緑化面積（計画地全体） 

区 分 緑化面積 
計画地（約7,830m2） 

に対する割合 

緑化地（地上部） 約  360m2 約 4.6％ 

大 景 木 植 栽 約1,237m2 約15.8％ 

屋 上 緑 化 約  100m2 約 1.2％ 

合 計 約1,697m2 約21.6％ 

 

表1-10(1) 主要植栽予定樹種及び植栽予定本数等（新本庁舎敷地） 

区 分 主要植栽予定樹種 植栽予定本数等 

高木（大景木）１ 常緑樹 シラカシ、クスノキ、ヤマモモ、ヒノキ等 24本 33本 

（－） 高木（大景木）２ 常緑樹 シラカシ、クスノキ、ヤマモモ、ヒノキ等 ９本 

中 木 

常緑樹 アラカシ、オリーブ、クスノキ、シラカシ等 
40本 

（10本） 

約220m2 

（約100m2）

落葉樹 
イロハモミジ、エゴノキ、マンサク、 

ムクノキ等 

低 木 

常緑樹 
アベリア、シャリンバイ、クチナシ、 

ヤツデ等 440本 

（200本）
落葉樹 

ドウダンツツジ、ウツギ、シモツケ、ムクゲ、 

ヤマハギ等 

地被類・芝生 芝類、コケ類 適宜 

注 1) 高木（大景木）１ ：大景木、高さ８ｍ以上、目通周 0.4ｍ以上、葉張 2.5ｍ以上 

 高木（大景木）２ ：大景木、高さ６ｍ以上、目通周 0.4ｍ以上、葉張 2.5ｍ以上 

 中木  ：樹高 1.5ｍ以上 3.0ｍ未満、葉張 0.3ｍ以上 

 低木  ：樹高 0.3ｍ以上 1.5ｍ未満、葉張 0.3ｍ以上 

注 2) （ ）内は屋上緑化部分を内数で示す。 

 

表1-10(2) 主要植栽予定樹種及び植栽予定本数等（第２庁舎跡地広場） 

区 分 主要植栽予定樹種 植栽予定本数等 

高木（大景木）１ 常緑樹 シラカシ、クスノキ、ヤマモモ、ヒノキ等 １本 

17本 
高木（大景木）２ 

常緑樹 シラカシ、クスノキ、モチノキ等 
７本 

落葉樹 ソメイヨシノ、ケヤキ等 

高 木 
常緑樹 シラカシ、クスノキ、モチノキ等 

９本 
落葉樹 ソメイヨシノ、ケヤキ等 

中 木 

常緑樹 アラカシ、オリーブ、クスノキ、シラカシ等 

34本 

約240m2 

落葉樹 
イロハモミジ、エゴノキ、マンサク、 

ムクノキ等 

低 木 

常緑樹 
アベリア、シャリンバイ、クチナシ、 

ヤツデ等 
480本 

落葉樹 
ドウダンツツジ、ウツギ、シモツケ、ムクゲ、 

ヤマハギ等 

地被類・芝生 芝類、コケ類 適宜 

注） 高木（大景木）１ ：大景木、高さ８ｍ以上、目通周 0.4ｍ以上、葉張 2.5ｍ以上 

 高木（大景木）２ ：大景木、高さ６ｍ以上、目通周 0.4ｍ以上、葉張 2.5ｍ以上 

 高木  ：樹高 3.0ｍ以上 6.0ｍ未満、目通周 0.18ｍ以上、葉張 0.8ｍ以上 

 中木  ：樹高 1.5ｍ以上 3.0ｍ未満、葉張 0.3ｍ以上 

 低木  ：樹高 0.3ｍ以上 1.5ｍ未満、葉張 0.3ｍ以上 
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② 植栽基盤整備計画 

植栽基盤は礫等異物の除去を行い、緑化地となる部分は、透水層を確保しつつ良質

な客土により必要土壌量を上回る土壌に入れ替え、樹木の生育に適した植栽基盤を整

備する。 

図1-11に示すとおり、計画地の中央部の大部分には地下構造物（地下躯体）を設置

する計画であり、高木（大景木）を植栽する範囲のうち、超高層棟の西側（砂子４号

線側）や南側（川崎府中線（主要地方道９号）側）には地下躯体が存在する。地下躯

体がある場合と地下躯体がない場合の樹高８ｍの植栽のイメージは、図1-9に示すと

おりである。また、屋上緑化のイメージは、図1-10に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地下躯体がある場合            地下躯体がない場合 

（砂子４号線側）             （宮本町１号線側） 

図1-9 高木緑化のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-10 屋上緑化のイメージ図（中木部） 
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③ 維持管理計画 

緑化地等の維持管理計画は、表1-11に示すとおりである。 

緑化地等の維持管理については、適切に剪定、刈込み、施肥、病虫害防除、除草・

草刈、灌水を行うことにより、健全な育成を図る計画である。 

屋上緑化部分については、散水に配慮するとともに、土壌の飛散防止に配慮した管

理を行い、良好な生育環境の維持に努める。 

なお、緑化地等には、「川崎市緑の保全及び緑化の推進に関する条例」（平成11

年12月、条例第49号）に基づき、緑化の将来目標を明示した看板を設置し、周知を図

るものとする。 

 

表1-11 緑化地等の維持管理計画 

管理作業 作業頻度 
作業時期 

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月

剪定（常緑樹） 

１～２回 

    
    
    

剪定（落葉樹） 
    
    
    

刈込み １～３回 
    
    
    

施 肥 １～２回 
    
    
    

病虫害防除 ３～４回 
    
    
    

除草・草刈 ２～３回 
    
    
    

灌 水 適宜 
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(7) 道路整備計画 

本事業は、「都市計画法」（昭和43年６月、法律第100号）の規定に基づく開発行

為に該当することから、接続道路となる計画地東側の宮本町１号線については、新本

庁舎敷地に接する部分を幅員９ｍに拡幅整備する計画である。 

また、新本庁舎敷地と第２庁舎跡地広場の歩行空間の連続性に配慮して、砂子４号

線の一部を歩行者専用道路とし、これに伴い、砂子４号線及び砂子９号線の一部を拡

幅整備する計画である。なお、拡幅整備する砂子４号線の一部については、本事業の

関連事業として、計画地の反対側に歩道を新設する計画である。 

道路標準断面位置図は図1-12に、道路標準断面図は図1-13(1),(2)に示すとおりで

ある。 

 

 

図1-12 道路標準断面位置図 
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単位：mm 

 

図1-13(1) 道路標準断面図 
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単位：mm 

 

図1-13(2) 道路標準断面図 
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(8) 交通計画 

① 自動車動線計画 

自動車動線計画図は、図1-14(1),(2)に示すとおりである。 

施設関連車両の出入口及び臨時的に使用可能な出口を、計画地東側の宮本町１号線

に面して設置する計画である。また、臨時的に使用可能な入口を計画地北側の宮本町

４号線に面して設置する計画である。 

施設関連車両の主な走行経路は、国道15号（第一京浜）、国道132号、川崎府中線

（主要地方道９号）、宮本町１号線、宮本町４号線等を利用する計画である。 

 

② 歩行者・自転車動線計画 

歩行者・自転車動線計画図は、図1-15(1),(2)に示すとおりである。 

歩行者の計画建築物への出入口は超高層棟の南側中央に設置し、ＪＲ川崎駅及び京

急川崎駅方面からは、計画地内のアトリウム及びピロティを経由して出入りする計画

である。 

また、新本庁舎敷地の東側、北側及び西側には、緑を配置した歩道状空地を整備す

ることで、安全で快適な歩行者空間を確保するほか、北西の角には滞留空間としてミ

ニ広場を整備する計画である。 

駐輪場の出入口は、計画地北側の宮本町４号線に面して設置する計画である。 

 

③ 駐車場計画 

駐車場は、地下に設置する計画である。駐車場台数は、駐車需要に応じた台数とし

て、約160台を確保する計画である。なお、新本庁舎整備後は、新本庁舎に来庁者駐

車場を、第３庁舎に公用車駐車場を集約する計画である。 

 

④ 駐輪場計画 

駐輪場は、超高層棟の北側の１階に設置する計画である。駐輪場台数は、「川崎市

自転車等駐車場の附置等に関する条例」（平成17年３月、条例第19号）に基づく附置

義務台数を基準とし、約80台を確保する計画である。 
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(9) 供給施設計画 

① 給水施設計画 

給水施設計画図は、図1-16に示すとおりである。 

新本庁舎への給水（上水）は、計画地南側の川崎府中線（主要地方道９号）に敷設

されている配水管（φ300mm）より、新設給水管（φ75mm）にて新本庁舎内の受水槽

（４階、合計容量約75m3）に引き込む計画である。 

また、第２庁舎跡地広場への給水（上水）は、散水栓対応とし、既設給水管を利用

する計画である。 

 

② 電気・通信供給計画 

電気・通信供給計画図は、図1-17に示すとおりである。 

新本庁舎への電気の供給は、計画地南側の川崎府中線（主要地方道９号）に敷設さ

れている地中電力ケーブルから、特別高圧電力を２回線（本線、予備線）にて引込む

計画である。これに加え、電気については、熱源に導入するガスコージェネレーショ

ンシステムを活用し、業務継続性に配慮したベストミックスによる電気供給方式とす

る計画である。また、太陽光による発電設備を導入する計画である。 

新本庁舎への通信の供給は、隣接道路等に敷設されている異なる地中通信ケーブル

から、２系統にて引込む計画である。第１系統は計画地東側の宮本町１号線より、第

２系統は計画地南側の第３庁舎から既設地下連絡通路を経由して引込む計画である。 

 

③ ガス供給計画 

ガス供給計画図は、図1-18に示すとおりである。 

新本庁舎へのガスの供給は、計画地東側の宮本町１号線に敷設されているガス本管

（φ150mm）から、引込管（φ150mm）にて中圧で引込み、熱源、ガスコージェネレー

ションシステム等に使用する計画である。 

また、新本庁舎内のガスガバナ施設にて中圧ガスを低圧ガスに変換し、給湯等に使

用する計画である。 
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(10) 排水施設計画 

排水施設計画図は、図1-19に示すとおりである。 

新本庁舎からの汚水・雨水排水は、計画地北側の宮本町４号線、東側の宮本町１号

線及び南側の川崎府中線（主要地方道９号）に敷設されている下水管（合流式φ450

～600mm及びφ1000mm）に、北側３ヶ所、東側４ヶ所、南側１ヶ所にて接続する計画

である。 

また、第２庁舎跡地広場からの雨水排水は、計画地南側の川崎府中線（主要地方道

９号）に敷設されている下水管（合流式φ400mm）に接続する計画である。 

雨水については、「雨水流出抑制施設技術指針」（平成29年10月改正、川崎市建設

緑政局）に基づき雨水貯留槽（新本庁舎敷地側 地下ピット内及び埋設：合計容量

約360m3、第２庁舎跡地広場側 埋設：容量約79m3）を設置し、排水量を調整しながら

下水管（合流式）に放流する計画である。 

 

(11) 熱源計画 

熱源は、４・５階及び屋上外部に熱源機器を設置し、電気熱源とガス熱源をバラン

スよく用いた熱源構成とする。また、エネルギー効率の優れたガスコージェネレー

ションシステムを設置する計画である。 

空調熱源については、基準階、エントランスホール及び議場は中央熱源方式、議会

関連機能フロア及び１～３階等は個別空調方式とする計画である。 

なお、屋外機等は、超高層棟免震層、25階及びＰＨ階と復元棟３階の屋外設備置場

に設置する計画である。 

 

(12) 廃棄物処理計画 

廃棄物保管施設計画図は、図1-20に示すとおりである。 

本事業では、新本庁舎の地下２階に事業系一般廃棄物（紙くず、厨芥、繊維くず、

古紙等）と産業廃棄物（ガラスくず、金属くず、廃プラスチック類等）を分別した廃

棄物保管施設を設ける計画である。 

また、処理にあたっては、事業系一般廃棄物は川崎市の許可を受けた一般廃棄物収

集運搬業者に委託し、産業廃棄物は許可を受けた産業廃棄物収集運搬業者及び産業廃

棄物処分業者等に委託し、適正に処理する計画である。 

なお、廃棄物収集車両の動線は、計画地東側の宮本町１号線に面して設ける駐車場

出入口から進入・退出する計画である。 
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(13) 防・消火計画 

防・消火計画図は、図1-21に示すとおりである。 

消防水利は、既設消防水利にて充足している。なお、新本庁舎内の地下ピット内に

防火水槽（消防用水と兼用）を設ける予定である。 

また、一部のエレベーターについては、救急担架（ストレッチャー）が収容できる

構造とする計画である。さらに、消火用水を供給する連結送水管を設置する計画であ

る。 

 

(14) 防災・危機管理計画 

超高層棟の最上部にはヘリコプターの緊急離着陸場を設け、緊急時の離発着が行え

るようにする。また、非常用エレベーターを設置する計画である。 

電源信頼性の高い２回線受電（本線・予備線）及び非常用電源に加え、ガスコージェ

ネレーションシステム等による供給電源の多様化を図ることで、商用電源のバック

アップを行い、災害対策活動の中枢拠点としての業務継続性を確保する。非常用発電

機（都市ガス（中圧ガス）と液体燃料（軽油）を併用するデュアルタイプ）及びガス

コージェネレーションシステムは、商用電源途絶時に耐震性の高い都市ガス（中圧ガ

ス）を利用し、通常業務必要電力の約90％をカバーするとともに、ガス途絶時も液体

燃料（軽油）のみで非常用発電機により発電し、通常業務必要電力の約70％を７日間

カバーする。なお、非常用発電機及びガスコージェネレーションシステムは、災害時

に給水が途絶した場合でも影響を受けない冷却方式を計画する。また、給排水設備に

ついては、災害応急対策活動に従事する職員の７日分の飲用水・雑用水を備蓄すると

ともに、15日以上の排水を可能にするための緊急汚水漕及び雨水・排水再利用設備を

整備する。 

情報の収集・発信に必要な通信システムについては、防災行政無線システムの活用

に加え、異なる２つの系統でケーブルの引き込みを行う計画である。 



- 55 - 

 



- 56 - 

(15) 施工計画 

① 工事概要 

工種別工事内容は表1-12(1),(2)に、工事工程は表1-13に示すとおりである。 

本事業の工事は、最も早く事業が進捗した場合、平成31年度に建築工事に着手し、

新本庁舎の完成は平成34年度、道路整備を含めた第２庁舎跡地広場の完成は平成36

年度を計画している。 

工事期間は、全体で約60ヶ月（約５年間）を予定している。その内訳については、

新本庁舎敷地工事期間が約38ヶ月（準備工事約１ヶ月、解体工事（地下部）約６ヶ月、

新築工事約31ヶ月）、新本庁舎完成後の移転準備等の期間が約３ヶ月、第２庁舎跡地

広場・道路整備工事期間が約19ヶ月（解体工事約13ヶ月、広場・道路整備工事約６ヶ

月）を予定している。 

工事時間帯は、原則として月曜日から土曜日までの午前８時から午後６時までとし、

前後１時間程度は作業のための準備・点検・片づけ等を実施する場合がある。 

なお、騒音・振動を伴わない作業や、コンクリート打設のように作業の性質から中

断が困難な作業、あるいは天候等の事由により作業時間や日程に変更が生じる場合に

は、周辺環境に配慮して工事を行う。 

 

表1-12(1) 工種別工事内容（新本庁舎敷地） 

工 種 工事内容 

準備工事 仮囲い、敷鉄板、工事事務所、仮設設備設置等 

解体工事（地下部） 建屋地下部解体、解体ガラ搬出、整地等 

土工事 
山留工事、杭工事 山留壁構築、杭打ち、泥土搬出等 

掘削工事、残土搬出 掘削、残土搬出等 

躯体工事 基礎・躯体コンクリート打設、鉄骨建方、接合等 

設備工事・仕上工事 外装・内装仕上げ、設備機器設置等 

外構工事 舗装、植栽、外構設備設置等 

 

表1-12(2) 工種別工事内容（第２庁舎跡地広場・道路整備工事） 

工 種 工事内容 

解体工事 内装・建屋解体、解体ガラ搬出、整地等 

広場・道路整備工事 舗装、植栽、外構設備設置等 
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表1-13 工事工程 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60

90 150 110 30 25 50 50 50 50 75 75 75 75 75 50

50

30 30 20 50 75 50 50 75 10

55 50 50 50 50 50 50 50 100 100 25 50 50 50 50 50 50 15 40 15 10 50 50 50 50 50 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25

40 100 50 100 120 120 80 50 100 120 50 200 200 200 200 200 100 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 50 25 25 25 25 25

30 75 75 25

45 75 75 75 75 50

30 20 35 10 10 30 45 50 10 25 30 30 30 50 25 10 20 20 30 10 10 5 3

10 25 25 25 10 10 10 10 10 10

25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25

50 50 25 25 25 25 25 25 25 25 40 50 50 50 50 25 25

30

50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

50 50 5 5 20 5 4 8 2 12 4 10 6 7 7 7 4

50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

10 10 10

165 290 305 320 315 305 300 200 360 420 75 325 355 325 355 325 255 80 95 75 94 93 92 122 114 195 235 241 232 232 132 132 125 75 50 60 10 0 0 0 0 25 75 125 125 100 110 135 135 135 135 135 100 100 50 50 50 50 60 0

190 430 825 895 1,655 1,535 330 1,850 2,250 2,705 2,410 1,380 2,020 2,300 1,025 1,280 475 660 2,013 635 359 798 332 772 689 830 1,550 1,206 1,702 2,252 1,567 962 1,365 1,365 1,115 860 170 95 0 0 0 5 40 92 115 50 48 373 373 373 378 378 1,350 425 105 90 10 65 35 0

250 250 300 325 250 250 250 375 375 375 375 375 375 450 375 375 400 500 500 625 625 625 625 750 875 875 875 1,250 1,250 1,250 1,000 1,250 1,250 1,125 1,125 750 500 0 0 0 0 325 300 300 325 325 325 325 325 325 325 325 325 325 300 300 300 300 300 50

440 680 1,125 1,220 1,905 1,785 580 2,225 2,625 3,080 2,785 1,755 2,395 2,750 1,400 1,655 875 1,160 2,513 1,260 984 1,423 957 1,522 1,564 1,705 2,425 2,456 2,952 3,502 2,567 2,212 2,615 2,490 2,240 1,610 670 95 0 0 0 330 340 392 440 375 373 698 698 698 703 703 1,675 750 405 390 310 365 335 50

注）  は、新本庁舎敷地工事期間及び第２庁舎跡地広場・道路整備工事期間のそれぞれにおいて、主要建設機械、工事用車両（大型車・小型車別：片道）の台数が最大となる時期である。

大型車

新本庁舎敷地工事期間 第２庁舎跡地広場・道路整備工事期間

延べ月

外構工事

クローラークレーン（55ｔ）

合　計

【

片
道

】

工
事
用
車
両

（
台
/
月

）

小型車

合　計

土
工
事

山留工事、杭工事

掘削工事、残土搬出

躯体工事

設備工事・仕上工事

発電機（125KVA）

工事用エレベーター（2.0ｔクラス：電気）

アスファルトフィニッシャー(6.0mｸﾗｽ)

バックホウ（0.7m3）

ブルドーザ

クラムシェル（1.0m3）

ラフタークレーン（50ｔ）

ラフタークレーン（25ｔ）

油圧破砕機（0.7m3）

ソイル多軸杭打機（21～27ｍ）

油圧式杭打機（21～27ｍ）

ミニクレーン（4.9ｔ）

タワークレーン（400t･mｸﾗｽ）

コンクリートポンプ車(60～70m3/h)

新
本
庁
舎
敷
地
工
事

準備工事

解体工事（地下部）

クローラークレーン（80ｔ）

検　査

第
２
庁
舎
跡
地
広
場

・
道
路
整
備
工
事

解体工事

広場・道路整備工事

検　査

主
要
建
設
機
械

（
台
/
月

）
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② 工事用車両 

工事用車両の主な走行経路は、図1-22(1),(2)に示すとおりである。 

工事用車両の出入口は、新本庁舎敷地工事では計画地西側の砂子４号線及び東側の

宮本町１号線、第２庁舎跡地広場工事では砂子４号線に面して設置する計画である。

また、工事用車両の主な走行経路は、国道15号（第一京浜）、国道132号、川崎府中

線（主要地方道９号）、宮本町１号線等を利用する計画である。 

 

③ 仮設防災計画 

仮設防災計画図は、図1-23及び図1-24(1),(2)に示すとおりである。 

新本庁舎敷地工事では、工事区域の外周に鋼製の仮囲い（高さ３ｍ）を設置する計

画である。仮設ゲートは、砂子４号線沿いに１ヶ所、宮本町１号線沿いに２ヶ所の合

計３ヶ所設ける計画である。 

なお、外構工事においては、既設の鋼製の仮囲い（高さ３ｍ）を順次撤去して、同

位置に鋼製の仮囲い（高さ２ｍ）を設ける計画である。 

第２庁舎跡地広場工事では、解体工事の期間は工事区域の外周に鋼製の仮囲い（高

さ３ｍ）を設置し、広場整備工事の期間は鋼製の仮囲い（高さ２ｍ）を設置する計画

である。仮設ゲートは、砂子４号線沿いに１ヶ所設ける計画である。 

道路整備工事では、工事状況に応じて、適時鋼製の仮囲い（高さ２ｍ）を設置する

計画である。 

掘削工事の際は、周辺地盤に影響を与えないよう、剛性及び遮水性が高い山留壁を

構築し、地盤変状の監視、防止に努める。 
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④ 廃棄物処理計画 

工事中に発生する産業廃棄物は、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」

（平成12年５月、法律第104号）等の関係法令に基づき、発生抑制に努めるとともに、

分別を徹底し、可能な限り再資源化を図る。また、許可を受けた産業廃棄物処理業者

等に委託し、適正に処理する計画である。 

 

⑤ 工事中の安全対策及び環境保全対策 

ア 安全対策 

・工事実施に先立ち、指揮・命令系統を記載した組織表を作り、責任体制を明確に

し、外部からの問い合わせに対して適切かつ迅速に対応する。 

・工事区域の外周に仮囲いを設置し、歩行者や自転車等の安全を確保する。 

・曜日や時間等に配慮した施工計画を策定し、工事用車両が一時的に集中せず平準

化するよう配慮する。 

・工事用車両の走行経路は、主に歩行者や自動車の通行が多い川崎府中線（主要地

方道９号）を利用することから、交通整理員を適正に配置する等、歩行者や自転

車の安全な通行を確保する。 

・工事用車両の運転者への交通安全教育を行い、安全に十分注意して運転するよう

指導を徹底する。 

・工事用車両にステッカー等を貼り、他の車両との識別を図る。 

・作業員に対して新規入場者教育を行い、毎日の作業開始前には危険予知活動や作

業前点検を行うことを徹底するなど、労働災害防止に努める。 

 

イ 環境保全対策 

【大気、騒音・振動対策】 

・建設機械は、排出ガス対策型、低騒音型のものを採用する。 

・曜日や時間等に配慮した施工計画を策定し、建設機械の稼働、工事用車両が一時

的に集中せず平準化するよう配慮する。 

・建設機械は、作業休止中のアイドリングストップを徹底する。 

・工事用車両に対して、「川崎市エコ運搬制度」に基づくエコドライブや低公害・

低燃費車の積極的使用等の指導を徹底する。 

・工事区域の外周に仮囲いを設置し、粉じん飛散防止や騒音低減に努める。 

・適宜散水等を行い、建設工事に伴う粉じんの飛散を防止する。 

・工事中の騒音・振動の状況を把握するため、敷地境界付近に騒音・振動計を設置

し、リアルタイムで測定及び表示する。 

・塗装工事を行う際は、低VOC（揮発性有機化合物）塗料等による塗装を指定し、VOC

の排出抑制に努める。 
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【悪臭対策】 

・舗装工事や防水工事を行う際は、施工方法及び使用する材料等を検討し、可能な

限り悪臭の発生抑制に努める。 

・塗装工事を行う際は、低VOC（揮発性有機化合物）塗料等による塗装を指定し、

悪臭の発生抑制に努める。 

 

【水質対策】 

・工事中の敷地に降った雨水が敷地外に流出しないように配慮する。 

・主に土工事の際の湧水の処理について、仮設沈砂槽による処理の後、公共下水道

に放流する等、適正な排水処理を徹底する。 

 

【資源・廃棄物対策】 

・建築計画や施工計画の策定段階から、建設廃棄物の発生量の低減やリサイクル材

の積極的利用を念頭に計画し、循環型の仕組みづくりに配慮する。 

・建設工事に伴い発生する廃棄物は分別を徹底し、再資源化を図るとともに、許可

を受けた廃棄物処理業者等に委託し、適正に処理する。 



 

 

 

 

第２章 環境影響評価の経過 
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第２章 環境影響評価の経過 

１ 条例準備書の縦覧期間及び縦覧場所 

本事業に係る条例準備書の縦覧期間及び縦覧場所は表2-1に示すとおり、平成30年

１月26日から平成30年３月12日までの46日間、川崎市役所（環境局環境評価室）、川

崎区役所、幸区役所にて縦覧された。 

 

表2-1 条例準備書の縦覧期間及び縦覧場所 

縦覧期間 平成30年１月26日（金）～平成30年３月12日（月）[46日間] 

縦覧場所 川崎市役所（環境局環境評価室）、川崎区役所、幸区役所 

 

 

２ 説明会の開催日時、場所、参加人数及び周知方法 

「川崎市環境影響評価に関する条例」（平成11年12月、市条例第48号）第20条第１

項の規定に基づき、条例準備書の縦覧期間中に開催した説明会の開催日時、場所、参

加人数及び周知方法は表2-2に示すとおりである。 

 

表2-2 説明会の開催日時、場所、参加人数及び周知方法 

 第１回 第２回 

開催日時 
平成30年２月16日（金） 

午後７時～午後８時30分 

平成30年２月18日（日） 

午前10時～午前11時30分 

場  所 

川崎市役所第４庁舎 

２階大ホール 

（川崎市川崎区宮本町３番地３）

川崎市役所第４庁舎 

４階第６，７会議室 

（川崎市川崎区宮本町３番地３）

参加人数 

（来場者数） 
38名 18名 

説明会開催の 

周知方法 

・「川崎市新本庁舎整備事業に係る『条例環境影響評価準備書』の説

明会のお知らせ」を、平成30年２月３日（土）、８日（木）に関係

地域の住戸等に個別配布した。 

・川崎市総務企画局本庁舎等建替準備室のホームページにて、「条例

環境影響評価準備書」の説明会の開催日時や場所を公表した。 

準備書の 

内容の周知方法 

・説明会来場者に対し、条例環境影響評価準備書から抜粋した図表等

を基に作成した説明用スライドを用いて説明した。 

・説明用スライドを印刷したものを資料として配布した。 

 

 

３ 意見書の提出数 

１名、１通 



 

 

 

 

 

第３章 条例準備書に対する市民意見等の概要と 

    指定開発行為者の見解 



 



- 69 - 

第３章 条例準備書に対する市民意見等の概要と指定開発行為者の見解 

本章では、条例準備書に対する市民意見等とそれらの意見に対する指定開発行為

者の見解をまとめており、その記載例は以下に示すとおりである。 

 

 

【記載例】 

１ ○○○○について 

(1) ○○○○について 

 ① ○○○○について 

 ② ○○○○について 

市民意見等 指定開発行為者の見解 

 ① ○○○○について 

○○○が考えられるため、○○○を望む。 

 

○○○されると、○○○のようなことはな

いのでしょうか。 

 

○○○はどうなるのか。もし○○○できな

ければ問題が生じる。 

 

 

 

 

 

○○○する計画となっております。 

 

○○○を行う等により、○○○に努める計画

です。 

 

本事業では、○○○を考慮して評価を行なっ

ております。○○○において、○○○と予測

しています。 

 

 

 

この欄には、各項目に該当する意見に対

する指定開発行為者の見解（考え方）を記

載しました。 

この欄には、上記の分類に該当する意見

を記載しました。 

この欄には、意見書の内容を項目ごとに

分類し、その主旨について箇条書きにまと

めました。 

この欄には、内容ごとに分類した意見書

の主旨を示しました。 
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１ 環境影響評価について 

(1) 土壌汚染について 

 ① PCB の保管管理について 

市民意見等 指定開発行為者の見解 

 ① PCB の保管管理について 

PCB の保管管理はしているのか。 関係法令等に基づき、適切に管理しています。

 

(2) テレビ受信障害について 

 ① テレビ受信障害時の対応について 

市民意見等 指定開発行為者の見解 

① テレビ受信障害時の対応について 

テレビ受信障害がでた時は、すみやかに対処

することを明記すること。 

 

 

テレビ受信障害の環境保全のための措置に

記載のとおり、計画建築物に起因するテレビ電

波の受信障害が発生した場合には、受信状況に

応じた適切な障害対策を実施します。 

 

(3) 地域交通について 

 ① 交通量増加に伴う対策について 

市民意見等 指定開発行為者の見解 

 ① 交通量増加に伴う対策について 

交通量が増加しそうだが、渋滞や排気ガス対

策を十分とること(PM2.5 も含む)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

交通量については、工事中と供用時のいず

れにおいても交通処理が可能な予測結果と

なっていますが、工事中は工事用車両が特定

の日または時間帯に集中しないよう計画的な

運行をする等の対策を講じます。 

排気ガスについても、工事中と供用時のい

ずれにおいても環境保全目標を満足する予測

結果となっていますが、工事中は可能な限り

最新の排出ガス対策型の建設機械を使用し、

また、工事中及び供用時は運転者に対しアイ

ドリングストップ等のエコドライブの実施を

促す等の対策を講じます。 
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２ 事業計画について 

(1) 事業計画について 

 ① 事業計画の内容について 

市民意見等 指定開発行為者の見解 

 ① 事業計画の内容について 

景観の写真等がでているが、現在ある大気汚

染測定市役所前自動車排出ガス測定局と、第三

庁舎と本庁舎の地下連絡路の換気塔がスッポ

リ抜けている。再考すること。自排局の位置づ

け、設置すること。 

 

 

市役所前自動車排出ガス測定局について、現

在、所管部署が本庁舎敷地周辺に移設する検討

を進めているところです。 

地下連絡通路の換気塔は、新本庁舎整備の際

に換気ルートを変更することに伴い切り回し

撤去する計画であるため、供用時の景観にはで

てきません。 

以前あった「電光ケイジ(板)壁」を、誰でも、

いつでも(夜間も)観ることのできる様に設置

すること(防災情報、光化学スモッグ注意報等

も含めて)。 

 

 

現在、所管部署において第３庁舎内にモニ

ターを設置するとともに、ホームページ及び

御家庭のテレビでのデータ放送により情報提

供し、多くの市民の方々が大気環境データを

見ることができるようにしています。 

新本庁舎でのモニター等によるデータ表示

については、所管部署と協議します。 

建物の大きさと重量から、十分な耐震性を測

ること。 

 

 

新本庁舎は、災害対策活動の中枢拠点とし

て十分に機能するよう、地震対策として、４

階以上については免震構造、３階以下につい

ては耐震構造を採用しており、高い耐震性能

を有する計画としています。 

第三庁舎の時は、出水等で工事が大巾に遅れ

た。 

 

 

第３庁舎建設時の状況は確認しており、新

本庁舎の工事では遅延しないよう、止水壁の

構築等の止水対策について検討を進めていま

す。 

宮本町１号線の拡巾で歩道を広げることは

賛成であるが、敷地面積から道路への用途変更

になるのではないか。手続きが必要か？ 

関係法令等に基づき、今後手続きを進めて

いきます。 

 

ヘリコプター使用時の音量を把握している

のか。 

緊急離着陸場の設置については、消防局と協

議を行っており、現在、本市で使用しているヘ

リコプターの騒音値については、確認していま

す。 

本庁舎は災害対策活動の中枢拠点として緊

急離着陸場の設置は不可欠なものであります

が、常時継続的に利用するものではなく、災害

対応を目的とした限定的な利用に限られるた

め、御理解ください。 

 



 

 

 

 

第４章 関係地域の範囲 
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第４章 関係地域の範囲 

関係地域は、現段階で環境に影響を及ぼすと想定される川崎市内の地域として、以

下の範囲とする。 

 

・工事中の建設機械及び供用時の冷暖房施設等の稼働による騒音、振動等の影響

が及ぶおそれがある範囲（計画地敷地境界から100ｍの範囲） 

・工事用車両及び供用時の施設関連車両の走行による騒音、振動等の影響が及ぶ

おそれがある範囲（最寄りの幹線道路に至るまでの工事用車両及び施設関連車両

の走行経路沿道50ｍの範囲） 

・高層建築物の存在により風環境の状況に変化が生じると予想される範囲（計画地

敷地境界から計画建築物の最高建物高さの約２倍（約232ｍ）の範囲） 

・日照阻害が及ぶおそれがある範囲 

・テレビ受信障害が生じるおそれがある範囲 

 

関係地域の範囲は図4-1に、当該地域を管轄する市及び区の名称並びにその町丁名

は表4-1に示すとおりである。 

 

表4-1 関係地域 

市 名 区 名 関係町丁名 

川崎市 

川崎区 

旭町１丁目、砂子１丁目、砂子２丁目、駅前本町、榎町、 

東田町、富士見１丁目、堀之内町、本町１丁目、本町２丁目、 

宮前町、宮本町 

上記町丁の全域または一部

幸 区 
幸町１丁目、幸町２丁目、幸町４丁目、堀川町 

上記町丁の全域または一部
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本書に掲載した地図は、「1/5,000 地形図」（平成 27 年３月、川崎市）、「1/10,000 地形図」

（平成 26 年３月、川崎市）を使用しています。 

再生紙を使用しています。 
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